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不動産取引における不動産テックの役割

リーウェイズ株式会社 代表取締役CEO 巻口 成憲
まきぐち しげのり

ファイナンス（金融）におけるテクノロジー活

用の「フィンテック」は、すでに色々なメディア

で取り上げられており、多くの方が耳にしたこと

があると思います。ビットコインなどの電子マネ

ーやクラウド家計簿などの金融に関わる サー

ビスがその代表例です。ネットトレードを見れば

わかる通り、証券会社やヘッジファンドなどの金

融機関ではすでにテクノロジー抜きではビジネス

ができない状況になっていますし、一般の人にと

っても「フィンテック」の登場によって複雑な金

融サービスの多くが非常に身近なものとなってき

ました。「フィンテック」同様、 年頃より不

動産取引におけるテクノロジー活用の「不動産テ

ック」が日本でもようやく注目を集めるようにな

ってきています。

オックスフォード大学の研究（

Frey† and Michael ）では、今

後 ％の確率で不動産ブローカー（不動産仲介業

者）の仕事はテクノロジーによって代替されると

指摘しています。もともと、不動産ブローカーと

いう仕事は「情報流通業」です。建物を設計する

のは建築士ですし、建てるのは建築業ゼネコンで

す。では不動産業者の役割は何かというと、その

不動産を売買する機会をつくることです。不動産

の「情報」と売買したい人たちの「情報」を繋げ

ることが不動産ブローカーの存在意義です。「情報」

が商材であるということは、すなわち不動産取引

業はテクノロジーとの親和性が非常に強い業界で

あるということを意味しています。

不動産は金融と同様にデータ数値によってその

多くの「価値」が査定されます。不動産の取引価

格は他の同様の条件の物件との比較によって決定

され、その多くの条件は徒歩分数や築年数といっ

た数値情報です。金融サービスがテクノロジーに

よって便利なものになるのであれば、不動産サー

ビスもテクノロジーによって便利なものになる可

能性は十分にあります。インターネットを持ち出

すまでもなく情報の格差はテクノロジーによって

容易に埋めることができるため、「不動産テック」

は不動産取引が抱える問題を解決する有効な手段

と言えます。

日本の不動産取引はテクノロジーによって新し

い時代を迎えようとしています。「不動産テック」

先進国であるアメリカではすでに多くのテック企

業が不動産ビジネスに革新を起こしています。本

稿では先行するアメリカの事例を踏まえながら、

日本における「不動産テック」の現状と今後につ

いて解説します。不動産とテクノロジーの融合に

よるサービス領域は、まだ登場したばかりで定義

も多様です。「不動産テック」だけでなく「リアル

エステートテック」「リーテック」「プロップテッ

ク」など様々な呼び方がされていますが、本稿で

は「不動産テック」で統一します。

一．不動産テックとは

「不動産テック」とは「不動産」と「テクノロ

特集 不動産テックの動向
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ジー」の造語です。不動産テックの先進国アメリ

カでは Redfinや Zillow,VTS,Hightowerなどの企

業が「不動産テック」企業と呼ばれています。そ

れでは、まずは「不動産テック」とは何かを定義

していきます。 

実はまだ「不動産テック」というものの明確な

定義はなされていません。自分たちが「これは不

動産テック」ですと言えばそうなってしまうのが

現状です。それでは「不動産テック」とはなんで

しょうか？IT を活用している不動産事業者のこ

とを指すのでしょうか？インターネットの発展に

より、今ではほとんどの事業者が自社のホームペ

ージを有して情報発信をしています。不動産に特

化したポータル会社も多数存在しており、不動産

ビジネスに Webサービスは既に広く活用されてい

ます。こうした従来の ITによる情報発信の仕組み

や情報管理の仕組み自体はいわゆる「不動産テッ

ク」とは呼ばれていません。 

「不動産テック」とはこれまでの IT活用と一体

何が違うのでしょうか？アメリカや欧米諸国の

「不動産テック」企業の事例を踏まえて、私見な

がら「不動産テック」を定義すると、「不動産テッ

ク」とは「不動産業務プロセス自体のテクノロジ

ーによる高度化」ということになろうかと思いま

す。 

ホームページでの情報発信や各種不動産ポータ

ルサイトは、確かにテクノロジーの活用例ではあ

りますが、これらは不動産取引プロセス自体を代

替しているのではなく、あくまで「広告や集客」

の機能を担っているにすぎません。物件調査、鑑

定評価、売買取引、登記、物件管理など「不動産

業務プロセス自体」をテクノロジーによって効率

化、迅速化、高付加価値化を図るもの、それを本

稿では「不動産テック」と定義します。 

 

二．アメリカの不動産テック企業 

「不動産テック」先進国アメリカでは、多くの

「不動産テック」企業が生まれています。その代

表格は Zillowや Redfinといった不動産取引ポー

タルサイトです。Zillow1は 2006 年に創業された

ワシントン州シアトルの不動産ポータルサイトで

すが、アメリカ全土の売り出し物件を扱っており、

掲載物件数は 1億 1千万件とも言われています。

Zillowの先進的なサービスとしてはZestimateと

呼ばれる相場価格査定メカニズムです。日本の広

告ポータルと異なり、過去の取引価格情報など豊

富なデータに基づいて不動産を検討することがで

きる点に特徴があります。アメリカの不動産は「学

区のレベル」と「治安の安全度合い」と「ハイウ

ェイへのアクセスの容易さ」が不動産価格を大き

く左右しますが、そうした情報をビックデータで

分析し相場価格を提示しています。同様のビジネ

スモデルである Truliaを 2014年に買収し、全米

での影響力を高めています。 

Zillowとは少し異なるビジネスモデルのポータ

ルサイトが Redfin2です。2004 年に同じくワシン

トン州シアトルで創業された同社は、広告ポータ

ルではなく、オンライン不動産事業者です。自身

が不動産事業者であることから全米データベース

MLSの不動産物件データが MLS掲載後 15分以内に

Redfinに自動反映されます。不動産取引のコスト

削減をミッションとしているため、仲介手数料の

キャッシュバックサービスを行っています。サー

ビスブローカーとして取引を支援するためのエー

ジェントを直接雇用しており、ブローカーは取引

額ではなくユーザーからの評価によって報酬が決

定されるシステムになっています。そのため、2012

年からはユーザーはエージェントをオンラインで

評価することができるようになっています。同社

は 10年間で時価総額 166倍に成長しています。 

アメリカでは、不動産業者を介さず所有者が直

接売却を行う FSBO（For Sale By Owner）が全米

の不動産取引の１割を占めています。その名の通

り、売り手と買い手を直接つなげるプラットフォ

ームを運営している企業がシカゴを拠点とする

ForSaleByOwner.com3です。1997 年に不動産取引

                                                      
1 Zillow  http://www.zillow.com/ 
2 Redfin  https://www.redfin.com/ 
3 ForSaleByOwner  http://www.forsalebyowner.com/ 
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ジー」の造語です。不動産テックの先進国アメリ

カでは Redfinや Zillow,VTS,Hightowerなどの企

業が「不動産テック」企業と呼ばれています。そ

れでは、まずは「不動産テック」とは何かを定義

していきます。 

実はまだ「不動産テック」というものの明確な

定義はなされていません。自分たちが「これは不

動産テック」ですと言えばそうなってしまうのが

現状です。それでは「不動産テック」とはなんで

しょうか？IT を活用している不動産事業者のこ

とを指すのでしょうか？インターネットの発展に

より、今ではほとんどの事業者が自社のホームペ

ージを有して情報発信をしています。不動産に特

化したポータル会社も多数存在しており、不動産

ビジネスに Webサービスは既に広く活用されてい

ます。こうした従来の ITによる情報発信の仕組み

や情報管理の仕組み自体はいわゆる「不動産テッ

ク」とは呼ばれていません。 

「不動産テック」とはこれまでの IT活用と一体

何が違うのでしょうか？アメリカや欧米諸国の

「不動産テック」企業の事例を踏まえて、私見な

がら「不動産テック」を定義すると、「不動産テッ

ク」とは「不動産業務プロセス自体のテクノロジ

ーによる高度化」ということになろうかと思いま

す。 

ホームページでの情報発信や各種不動産ポータ

ルサイトは、確かにテクノロジーの活用例ではあ

りますが、これらは不動産取引プロセス自体を代

替しているのではなく、あくまで「広告や集客」

の機能を担っているにすぎません。物件調査、鑑

定評価、売買取引、登記、物件管理など「不動産

業務プロセス自体」をテクノロジーによって効率

化、迅速化、高付加価値化を図るもの、それを本

稿では「不動産テック」と定義します。 

 

二．アメリカの不動産テック企業 

「不動産テック」先進国アメリカでは、多くの

「不動産テック」企業が生まれています。その代

表格は Zillowや Redfinといった不動産取引ポー

タルサイトです。Zillow1は 2006 年に創業された

ワシントン州シアトルの不動産ポータルサイトで

すが、アメリカ全土の売り出し物件を扱っており、

掲載物件数は 1億 1千万件とも言われています。

Zillowの先進的なサービスとしてはZestimateと

呼ばれる相場価格査定メカニズムです。日本の広

告ポータルと異なり、過去の取引価格情報など豊

富なデータに基づいて不動産を検討することがで

きる点に特徴があります。アメリカの不動産は「学

区のレベル」と「治安の安全度合い」と「ハイウ

ェイへのアクセスの容易さ」が不動産価格を大き

く左右しますが、そうした情報をビックデータで

分析し相場価格を提示しています。同様のビジネ

スモデルである Truliaを 2014年に買収し、全米

での影響力を高めています。 

Zillowとは少し異なるビジネスモデルのポータ

ルサイトが Redfin2です。2004 年に同じくワシン

トン州シアトルで創業された同社は、広告ポータ

ルではなく、オンライン不動産事業者です。自身

が不動産事業者であることから全米データベース

MLSの不動産物件データが MLS掲載後 15分以内に

Redfinに自動反映されます。不動産取引のコスト

削減をミッションとしているため、仲介手数料の

キャッシュバックサービスを行っています。サー

ビスブローカーとして取引を支援するためのエー

ジェントを直接雇用しており、ブローカーは取引

額ではなくユーザーからの評価によって報酬が決

定されるシステムになっています。そのため、2012

年からはユーザーはエージェントをオンラインで

評価することができるようになっています。同社

は 10年間で時価総額 166倍に成長しています。 

アメリカでは、不動産業者を介さず所有者が直

接売却を行う FSBO（For Sale By Owner）が全米

の不動産取引の１割を占めています。その名の通

り、売り手と買い手を直接つなげるプラットフォ

ームを運営している企業がシカゴを拠点とする

ForSaleByOwner.com3です。1997 年に不動産取引

                                                      
1 Zillow  http://www.zillow.com/ 
2 Redfin  https://www.redfin.com/ 
3 ForSaleByOwner  http://www.forsalebyowner.com/ 

の雑誌媒体を提供する設立されましたが、1999年

よりインターネットプラットフォーム事業を展開

しています。売主が物件を登録すると Zillowをは

じめとした複数のサイトや MLSに登録され、直接

買主と交渉ができるシステムとなっています。不

動産業者を介することがないため、売主は物件価

格の 6％の仲介手数料を支払う必要がありません。 

共通データベースの透明性が高く、全てのエー

ジェントが同じ物件を取り扱うことができるアメ

リカの不動産テックでは、物件を探すのではなく、

信頼出来るエージェントを探す仕組みに注目が集

まりつつあります。個人からの不動産仲介会社の

評価をもとに最適なエージェントを選ぶプラット

フォームを提供しているのが RealSatisfied4です。

2012年にサービスがリリースされ、米国以外にオ

ーストラリア、イギリス、ニュージーランド、カ

ナダ、南アフリカ、シンガポールでサービスを提

供しています。不動産エージェントは顧客の口コ

ミによってランク付けされ、優良なエージェント

が選抜される仕組みとなっています。エージェン

ト登録は無料となっていますが、顧客サービスな

どのオプションは有料で提供されています。 

不動産のプロフェッショナル向けの Webサービ

スを展開するのがニューヨークを拠点とする VTS5

です。商業用不動産のリーシング＆アセットマネ

ジメントのツールを提供しています。レントロー

ルや賃貸の条件などをリアルタイムにモニタリン

グし、パフォーマンス管理を行えるだけでなく、

物件の潜在的テナントに対し、広告資料などを過

去の取引履歴やマーケットのトレンドを考慮し自

動的に作成できる機能も提供しています。不動産

仲介大手の CBRE、Jones Lang LaSalle、Cushman & 

Wakefield などが次々と同社サービスを導入して

おり、不動産テックの成功例として注目を集めて

いました。2016年には競合の Hightowerと時価総

額 3 億ドルで合併し、5.5B sf の面積を管理する

世界最大の CREプラットフォームとなっています。 

クラウドファンディングは「不動産テック」と

                                                      
4 RealSatisfied  http://www.realsatisfied.com/ 
5 VTS  https://www.vts.com/ 

いうよりはどちらかといえば「フィンテック」カ

テゴリーですが、不動産の資金調達手法の一つと

して活用されています。アメリカでは Fundrise

や RealtyMogule など知名度の高いプレイヤーが

活動しています。Fundrise6は 2012 年にリリース

された、不動産投資のクラウドファンディングサ

ービスです。全米約 80社のデベロッパーがプロジ

ェクト資金を確保するために投資案件を登録して

います。最小単位 100ドルから投資をすることが

できるため、事業会社や個人の投資家など幅広い

層からお金を集めることが可能となっています。 

Realty Mogul は 2013 年にリリースされ、ロー

カルの不動産開発案件に対して投資資金を募るサ

ービスですが、Fundriseと異なり富裕層をターゲ

ットとしています。現時点で 9万人が投資家登録

を行っています。 

図 1は Venture Scannerによる「不動産テック」

698 社のマッピングです。不動産検索サービスや

ポートフォリオマネジメントだけでなく、様々な

カテゴリーで「不動産テックプレイヤー」が登場

してきています。もっとも多いジャンルは物のイ

ンターネット（IoT）ですが、資産管理であるポー

トフォリオマネジメント分野でも多くの企業が登

場しています。アメリカでは不動産テック企業が

数多く登場してきている一方で、日本が出遅れて

いた理由を見ていきましょう。 

 

三．日本の不動産業界の問題点 

日本でもソニー不動産や弊社リーウェイズなど

「不動産テック」を称する企業が続々と登場して

きています。2016年は多くの「不動産テック」サ

ービスがリリースされ、アメリカに遅れること約

10年ようやく「不動産テック元年」を迎える状況

になりました。 

不動産業界はこれまで KKDH（勘と経験と度胸と

ハッタリ）の業界と呼ばれ、テクノロジーの活用

は他業界に比べ著しく遅れていると言われ続けて

きました。不動産業界は未だに「飲み会で情報交

                                                      
6 Fundrise  https://fundrise.com/ 
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換を行うことが良い物件を仕込むための一番いい

方法だ」と言われる非常にレガシーな業界です。

そのためフェイストゥフェイスによる「人の繋が

り」が何よりも重視されています。このように業

務が極端に属人的な業界では、情報が不透明にな

りやすいという問題点が起こります。情報を独占

することそのものが商売のネタになり差別化の要

素となるからです。 

アメリカの不動産マーケットと日本の不動産マ

ーケットの最大の違いはこの情報の透明性にあり

ます。アメリカには MLS(Multiple Listing 

Service)と言われる業界の取引データベースが存

在しています。不動産ブローカーは必ずこの MLS

に取引物件を登録しなければならず、違反した場

合には罰則が設けられています。必ず不動産ブロ

ーカーが全取引物件を登録するため、全ての不動

産ブローカーが同じ物件リストに基づいて営業活

動することが可能となっています。 

一方で日本では事情が異なります。日本にもMLS

を参考に作られた業界共通の取引データベース

REINS(REAL ESTATE INFORMATION NETWORK SYSTEM)

が存在していますが、こちらは特定要件の取引以

外は登録が義務付けられておらず、また罰則規定

も十分ではありません。情報が武器となる世界で

情報の登録が義務付けられていないのであれば当

然事業者からすれば登録をしない方向にインセン

ティブが働きます。 

このような背景の違いから日本の不動産業界に

はさまざまな問題が存在しています。不動産事業

者側からすれば効率よく物件情報を収集する方法

が限定されてしまうという問題。消費者側からす

れば希望する物件情報の収集方法が限定されてし

まうという問題です。 

日本の不動産業界は典型的なレモン市場です。

レモン市場とはアメリカの経済学者ジョージ・ア

カロフが 1970年の論文で指摘した概念です。映画

「カーズ 2」をご覧になった方は覚えておられる

かもしれませんが、日本語吹き替え版では質の悪

い車を、故障と胡椒をかけて、ペッパーと呼んで

いましたが、英語版ではレモンと言っています。

アメリカでは質の悪い中古車のことをレモンと揶

揄しているからです。中古車業界に代表されるよ

図１：「不動産テックマップ」 

 

    出所： Venture Scanner 
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換を行うことが良い物件を仕込むための一番いい

方法だ」と言われる非常にレガシーな業界です。

そのためフェイストゥフェイスによる「人の繋が

り」が何よりも重視されています。このように業
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りやすいという問題点が起こります。情報を独占

することそのものが商売のネタになり差別化の要

素となるからです。 

アメリカの不動産マーケットと日本の不動産マ

ーケットの最大の違いはこの情報の透明性にあり

ます。アメリカには MLS(Multiple Listing 

Service)と言われる業界の取引データベースが存

在しています。不動産ブローカーは必ずこの MLS

に取引物件を登録しなければならず、違反した場

合には罰則が設けられています。必ず不動産ブロ

ーカーが全取引物件を登録するため、全ての不動
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者側からすれば効率よく物件情報を収集する方法

が限定されてしまうという問題。消費者側からす
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まうという問題です。 

日本の不動産業界は典型的なレモン市場です。

レモン市場とはアメリカの経済学者ジョージ・ア

カロフが 1970年の論文で指摘した概念です。映画
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いましたが、英語版ではレモンと言っています。

アメリカでは質の悪い中古車のことをレモンと揶

揄しているからです。中古車業界に代表されるよ

図１：「不動産テックマップ」 
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うに、プロでなければその商品の良し悪しがわか

りにくい市場では、良い商品はプロ間で取引され、

質の悪い商品はその評価ができない一般の市場で

取引されることになります。結果売り手だけが商

品の質を知っていて、買い手はその評価を知らな

い業界では、市場に質の悪い商品しか流通しなく

なるという理屈です。これを情報の非対称性によ

ってもたらされる逆選抜現象と言います。日本の

不動産業界はまさにこの逆選抜、つまり悪いもの

ばかりが一般に流通しやすい市場となっています。 

不動産業界を IT で変革させるというプレイヤ

ーがこれまで過去何度も登場してきましたが、い

ずれもうまくいきませんでした。なぜ過去の透明
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分析すると、不動産業界が事業者側の事情によっ

て「そもそも情報の透明性を求めていない」レモ

ンの市場の状態であるからと考えられます。不動

産事業者にとってみれば情報の非対称性があるか

らこそ儲けられると思っているのですから透明性
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といえば当たり前です。ただしこうした不動産市
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これらはいずれも不動産市場の透明性が低い状

態だからこそ起こる問題です。レモンの市場で起

こる最大の問題は消費者が商品の正しい価値を把

握できない点にあります。レモン市場では売り手

は悪質な商品（レモン）を良質な商品と称して販

売する危険性が増します。なぜなら買い手はその

商品（レモン）の本当の「価値」を売り手によっ

てしか知るすべがないからです。買い手は良質な

商品を購入したがらなくなり、結果的に市場に出

回る商品は悪質なものばかりになってしまうとい

う問題が発生します。 

他の業界の歴史を紐解けば、こうした不動産業

界のいびつな状況は早晩解消されるだろうと予測

できます。情報の非対称性は中古車業界や証券業

界にもかつて存在していました。中古車業界では

以前は走行距離の偽装や事故歴を隠すなどで消費
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明性が進むことで、中古車業界や証券業界のよう

に大きくその勢力図が変わっていく可能性があり

ます。 

 

  

図２：レモン市場解消の歴史（筆者作成） 
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四．不動産テックの技術 

「不動産テック」によってどのように不動産取

引プロセスの高度化が実現するのでしょうか？高

度化の方向性について、まずは大枠から考えてい

きましょう。不動産取引プロセスを量と質の観点

から整理した場合、3 つの側面で高度化の可能性

を整理することができます。 

Operation は不動産ビジネスの「業務」におけ

る高度化、Transaction は不動産の「取引」にお

ける高度化、Valuation は不動産の「評価」にお

ける高度化となります。Operationと Transaction

では、主に「量の改善」つまり「効率化」が高度

化の方向性となり、Valuation では、主に「質の

改善」つまり「精度向上」が高度化の方向性とな

ります。いずれも結果として迅速化、低コスト化

を実現します。 

テクノロジーによって不動産取引プロセスのど

の側面を高度化するかを分類しているものが図３

です。国土交通省の国土審議会土地政策分科会の

資料より抜粋しました。 

Operation は、最もわかりやすい高度化の方向

性です。Web テクノロジーに限らず、物件管理シ

ステムなど、これまでも IT 技術による業務

（Operation）の効率化は行われていきました。「不

動産テック」による Operationの高度化でもっと

もわかりやすい事例は IoTであるスマートロック

です。スマホで家の鍵が開けられるこの技術は、

不動産事業者の業務を大幅に効率化することがで

きます。賃貸物件を管理している不動産管理会社

は、入居者が入れ替わるたびに毎回物件の鍵交換

を行っています。スマートロックを使えば暗証番

号を変える作業だけで済むため、鍵交換の必要が

無くなります。 

Transactionの例としては、IT重説や電子署名

などがあげられます。これまで対面でしか認めら

れていなかった不動産契約時の重要事項説明がよ

うやく一部緩和され、インターネット等対面以外

の方法が認められるようになってきました。これ

によって例えば地方から子供が進学のために東京

の不動産などを探す際に、親が何度も東京の不動

産会社に訪れる必要がなくなります。またアメリ

カのように電子での署名が認められるようになれ

ば契約自体もオンラインで完結することが可能と

なります。相互の契約意思疎通がきちんと Web上

で管理されることによって契約時の曖昧な口約束

などによって起こるトラブルを防ぐことができる

図３：不動産テックの展開領域 

 

    出所：第 25回国土審議会土地政策分科会企画部会資料 
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ようになることも期待されます。 

Valuation は、不動産テック領域の中で最も重

要な役割を果たします。不動産の「価値」は膨大

な情報によって査定されます。地盤や商業の発展

度合い、今後の人口動態などの立地情報から始ま

り、近隣状況や建物自体の評価、近隣の取引情報

等を総合的に勘案して不動産の「価値」が決まり

ます。不動産事業者や不動産鑑定士はこうした膨

大な情報を分析するために業務の多くの時間を使

っています。これまで述べてきた通り、情報の分

析はテクノロジーが最も効果を発揮する分野です。

Zillowの Zestimateや Redfinの Redfin Estimate

のように、これまでは何十年もの経験を持つ不動

産エージェントしか評価できなかった不動産の相

場価格をテクノロジーが簡単に抽出できるように

なっています。日本でも不動産の査定をテクノロ

ジーで行う企業が続々と登場してきています。 

 

五．ビックデータと人工知能 

「不動産テック」における Valuationの高度化

を実現している背景にあるのがビックデータと人

工知能の技術です。ビックデータはすでに馴染み

のある言葉だと思いますが、現存するあらゆるデ

ータの総称を指します。1990年代当時、ビックデ

ータといえば社内に存在する支払履歴や販売履歴

などの ERPや CRMによって管理されるものを指し

ていました。ビックデータを顧客分析で活用する

手法としてデータマイニングが注目を集めました。

アメリカの流通大手ウォルマートは顧客データを

解析し、オムツ売り場の横にビールを配置し、ビ

ールの売り上げを伸ばしました。ウォルマートに

限らずアメリカの消費者は休日にまとめ買いをす

る傾向があります。まとめ買いは力仕事なので大

抵ご主人が駆り出されることになります。ご主人

がオムツを買いに来た時に隣にビールが置いてあ

ればつい手が伸びてしまうということです。 

2000年代になり Webデータが膨大に蓄積され始

め、行動ターゲティングなどの取り組みが当たり

前となっていきました。現在ビックデータと呼ば

れるものは、動画や音声、センサー情報や GPSに

よる空間データなどを含めた概念になっています。

先ほどのウォルマートの例では天候データをもと

に、台風の日には懐中電灯と生クリーム菓子が売

れることを予測しビジネスに活用しています。 

他業界では積極的にビジネス活用されているビ

ックデータですが、不動産業界では取り組みが一

歩遅れている現状です。前述の通り、不動産業界

は共通データベースが有効に機能していないため、

他業界に比べ社外のデータが著しく蓄積されてい

ない状況です。これが透明性の低いマーケットを

生み出している原因となっています。 

新興不動産テック各社が価格査定サービスを提

図４：産業別ビックデータ蓄積状況 

 

    出所：総務省「情報流通・蓄積量の計測手法の検討に係る調査研究」（平成 25年） 
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供しはじめていますが、その多くは取引事

例をもとに現在の相場価格を算出し、ユー

ザーを不動産事業者に斡旋するというビジ

ネスモデルであるため、ビジネス戦略上は

Transaction モデルとなっています。価格

査定はあくまでも集客ツールの目玉として

の位置付けであり、正式な意味で

Valuation を実施しているプレイヤーは登

場してきていません。弊社リーウェイズで

は投資不動産にフォーカスすることで、収

益還元価値に基づいて Valuationできるプ

ラットホーム「Gate.」を提供しています。 

 

六．人工知能の技術 

人工知能の分野ではディープラーニング

というキーワードが注目を集めています。

ディープラーニングとは機械学習の手法の

一つです。 システムがデータの特徴を多層

で学習することで、従来はできなかったレ

ベルの認識を可能にしています。ディープ

ラーニングは「グーグルの猫」という事例

で有名になりました。グーグルが持つ膨大な画像

データや動画データを人工知能に解析させたとこ

ろ、人工知能が「猫」を認識したという事例です。

これまで機械に対象を認識させるためには「定義

付け」をしなければ実現できませんでした。猫と

いうものはこういう外観の特徴を持っていると定

義を行い、その特徴を持つ画像を探させるという

アプローチです。ディープラーニングではその特

徴の解析をシステムが行うことができるようにな

った点がこれまでのアプローチと異なります。同

じ特徴のものをシステムがカテゴライズすること

で猫という対象を分類することができるようにな

りました。画像解析では非常に有望な技術のディ

ープラーニングですが、解析に非常に時間が掛か

るという問題点もあり、ウェブサービスに適用す

るには工夫が必要となります。人工知能の研究の

歴史は古く 1950 年ごろから様々な手法が開発さ

れてきました。その中でも、SVM（サポートベクタ

ーマシン）という統計手法に基づいた技術は多く

の研究分野で活用されている技術です。ディープ

ラーニングとの違いは SVMではより高速に計算が

できるという点にあります。統計手法であるため、

画像解析には向きませんが、数値解析には非常に

有効な技術です。SVM にカーネルトリックを組み

合わせることでノンパラメトリックな多変量解析

を行うことが可能となります。そのため、変数の

多くが数値データである不動産の価格査定などで

はディープラーニングよりも SVMが好ましいと考

えられます。 

ただし人工知能は万全ではありません。従来の

重回帰分析よりも査定精度は上がるものの、アプ

ローチがブラックボックス化されているため、何

の理由でその答えにたどり着いたかの検証ができ

ない点が課題です。不動産業者や不動産鑑定士、

金融機関の査定担当者はいずれも査定においては、

その根拠を明示することが必要となっているため、

機械学習による査定だけではあくまで参考値とし

てしか活用することができません。弊社の査定サ

図５：不動産分析サービス 

 
出所：野村総研「人工知能とビックデータが変える不動産投資

市場」 
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ない点が課題です。不動産業者や不動産鑑定士、

金融機関の査定担当者はいずれも査定においては、

その根拠を明示することが必要となっているため、

機械学習による査定だけではあくまで参考値とし

てしか活用することができません。弊社の査定サ

図５：不動産分析サービス 

 
出所：野村総研「人工知能とビックデータが変える不動産投資

市場」 

ービスでは金融機関への導入も行っているため、

機械学習と重回帰分析のハイブリッドモデルを採

用しています。 

 

七．不動産テックのこれからの分野と政策的課題 

これまで不動産テックにまつわる周辺環境を説

明してきましたが、最終項では今後の不動産テッ

クの行く末について言及します。 

多くの業界がテクノロジーを活用することでマ

ーケット規模を拡大することに成功してきた一方

で不動産業界は Operation領域を覗いてテクノロ

ジーへの取り組みが遅れていたのが日本の問題点

です。Transaction、Valuationの領域でどのよう

な課題があり、どのような可能性があるかを整理

します。 

Transaction 領域では膨大に存在する書面の電

子化及び電子取引の環境が整備されることが必要

です。消費者保護の観点から対面での説明が必須

とされてきた結果、取引の迅速性や利便性が損な

われているというのも間違いない事実です。VR技

術やオンラインビデオ通信などの技術が年々進化

する中で、もはや対面での説明は消費者保護にと

って唯一確実な方法とは言えなくなってきていま

す。むしろテクノロジーを使うことでより取引内

容を理解しやすい環境、記録として残りやすい環

境を整える方が有効であろうことは間違いありま

せん。アメリカでは不動産の契約決済の手続きが

ほぼオンラインで完結する環境が整備されていま

す。測量図や登記情報の電子化を進め、VR技術等

を活用したオンライン取引環境を実現していくこ

とが Transaction領域にとっての課題といえます。 

Valuation領域では、データ自体の収集・開示、

そして分析技術の高度化が課題といえます。

Transaction 領域の課題とも共通ですが、不動産

取引に係る様々な情報を電子化し、広く公開して

いくことが Valuation領域の発展の土台となりま

す。依然としてデータそのものを切り売りするビ

ジネス構造が日本の不動産業界に存在しているこ

とが、ビックデータ環境を阻害している要因の一

つです。インターネットによりデータそのものの

価値は著しく低くなり、データを解析する技術が

価値を生む時代となっています。偏在するデータ

を集約する現在の不動産統合データベースの取り

組みを一層進め、不動産事業者だけでなく、消費

者もデータを活用出来る環境を整えていくとによ

って、様々な観点での解析技術の発展が実現と考

えられます。 

平成 24 年の日本再生戦略において中古不動産

市場流通活性化が方針として打ち出され、不動産

統合データベースや空き家バンクなどの取り組み

が進められていますが、これらはあくまでも「情

報をストックする」取り組みです。 

中古不動産市場の活性化に最も有効な対策は

「中古不動産の適正な評価環境を構築すること」

です。中古不動産の適正な経済的耐用年数が評価

される制度を構築することで初めて流通が活性化

します。ストックした情報を評価につなげること

が重要です。 

国土交通省の「中古住宅流通促進・活用に関す

る研究会」では不動産の評価に係る耐用年数の見

直しが検討されていますが、現在は建物の「物理

的持続価値評価」の取り組みのみに偏っており、

競争環境も考慮した「経済的持続価値評価」への

取り組みは行われていません。不動産の価値は需

給バランスによって大きく左右されることを考慮

すると経済的価値を明確にする取り組みが求めら

れています。人口動態やマクロ環境を踏まえた不

動産評価という面において、不動産テックが活用

できる場面は多いにあるといえます。 

今後不動産マーケットを拡大していくためには

現在の「情報のストック」フェーズから「情報の

活用」のフェーズへ移行することが必要です。「情

報の活用」フェ−ズでは現在の「静的なデータ」に

加え、民間が持つ「動的データ」との連動が新た

なマーケット拡大のキーワードとなります。不動

産テックで先行するアメリカ市場では SNSの個人

情報と不動産投機情報を紐付けることによって、

今 後 市 場 に 出 て く る 不 動 産 を 予 測 す る

Predictive Analysis の取り組みが盛んになって

います。アメリカのマーケットで不動産が取引さ
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れる大きな動機は結婚や離婚です。そのため、SNS

の独身、既婚ステータスを不動産取引の先行指標

として不動産取引機会の発掘に活用しています。 

日本の不動産マーケットの活性化を実現するた

めには、現在の情報ストックの整備に加え、非電

子化各資料の電子化の促進及び開示、電子契約・

決済の実現、SNS 等民間データの活用を実施して

いくことが求められます。 

 


